
自治体と協業したいが、方法が分からない…

自治体に自社のソリューションを提案したい…

営業しても事業化にたどりつかない…

地方自治体が全国のステークホルダーとつながることで
地域の課題を解決し、持続可能なまちづくりを実現することを目指します。

新 規 会 員 募 集 中

こんなことでお困りではないですか？

プラットフォームで 解決！

内閣府では、地方自治体と民間企業・団体の交流を深める場として、  
地方創生SDGs官民連携プラットフォーム を設置しています。

民間企業・団体のみなさまへ

地方創生SDGｓ
官民連携プラットフォーム

入会申込はこちら
全国1,231の地方自治体と
6,745の民間企業・団体が
参加しています！ ※2025年6月19日現在



※伴走支援窓口の利用には費用が発生する場合があります

会員の主催イベント等に
プラットフォームの
後援名義・ロゴ

が使用可能 

官民連携に取り組みたいけれど、
自治体の困りごとが分からない…

官民連携した事業を外部にも
アピールしたい！

自治体に突然連絡するのは敷居が
高く、熱意が届かない…

そ の ほ か にも 便 利 な 機 能 が ありま す！

会員向けメルマガで
イベント情報
を発信

地方創生SDGs官民連携プラットフォームが選ばれる理由

こんな場面でご利用いただいています！
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・ 分科会活動  ：  共通の課題を検討したり、知見を共有したり等、異分野連携・官民連携を深められます
・ マッチングイベント  ：  対面型で開催されるマッチングイベントで多くの自治体や事業者と交流できます
・ 官民連携講座  ：  官民連携の成功につながるノウハウをオンラインセミナーで学ぶことができます
・ 課題やソリューションの閲覧  ：  会員が抱える課題やノウハウを検索できます

入会・分科会等の
申込についての
お問い合わせ

「地方創生SDGs官民連携プラットフォーム」運営事務局
info@mail.future-city.go.jp

※事務局は内閣府地方創生推進事務局とし、その運営は当局の委託事業者が行います。
　なお、当会の運営にあたり、構成員管理等に必要となる書類を当局から委託事業者に貸与いたしますのでご承知おきください。

全国1,231 の
地方自治体
6,745 の

企業・団体が参加

※申請が必要です

提供するサービスは
基本無料

課題の閲覧 から、自治体の困り
ごとをリサーチできた！

ソリューションの提案機能 で、
企画提案のハードルが下がる！

マッチングイベント や 分科会
活動 で出会った企業・自治体
と新規事業へ！


